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裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他

〇
船
舶
安
全
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
型
式
変

更
の
承
認
を
し
た
件
（
同
四
一
）

〔
告

示
〕

〇
令
和
八
年
歌
会
始
の
お
題
を
定
め
ら
れ
た

件
（
宮
内
庁
一
）

〇
電
子
決
済
等
代
行
業
者
に
係
る
電
子
決
済

等
代
行
業
の
登
録
が
失
効
し
た
件

（
金
融
庁
五
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
一
二
）

〇
独
立
行
政
法
人
日
本
ス
ポ
ー
ツ
振
興
セ
ン

タ
ー
法
の
規
定
に
よ
り
学
校
給
食
用
物
資

を
指
定
す
る
等
の
件
を
廃
止
す
る
件

（
文
部
科
学
二
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
一
三
四
〜
一
四
一
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
同
一
四
二
〜
一
四
五
）

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
同
一
四
六
〜
一
四
九
）

〇
令
和
七
年
産
の
水
稲
及
び
陸
稲
に
適
用
す

る
一
キ
ロ
グ
ラ
ム
当
た
り
共
済
金
額
の
範

囲
を
定
め
る
件
（
同
一
五
〇
）

〇
水
先
人
に
免
許
を
与
え
た
件

（
国
土
交
通
三
七
）

〇
船
舶
安
全
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
型
式
承

認
を
し
た
件
（
同
三
八
〜
四
〇
）

〇
建
築
基
準
法
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
構
造

計
算
適
合
性
判
定
機
関
の
指
定
を
し
た
件

（
関
東
地
方
整
備
局
七
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件
（
同
八
）

〇
建
築
基
準
法
の
規
定
に
基
づ
く
指
定
確
認

検
査
機
関
の
住
所
等
を
変
更
す
る
件

（
同
九
、
一
〇
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
九
州
地
方
整
備
局
一
〇
〜
一
二
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

法
務
省

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

労

働

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
広
島
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
一
〜
三
）

船
員
の
特
定
最
低
賃
金
の
改
正
に
係
る
地
方

交
通
審
議
会
の
意
見
に
関
す
る
公
示

（
関
東
運
輸
局
最
低
賃
金
公
示
一
、
四
国
同

一
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
鉱
業
法
第
一
四
二
条
の
規
定
関
係
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